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まちなか再生宅地開発補助金のご案内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 

〒３６７－８５０１ 

本庄市本庄３丁目５番３号 

本庄市都市整備部市街地整備室 

TEL ０４９５－２５－１１３８（直通） 

FAX ０４９５－２４－０２４２ 
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 本庄市の人口は、平成１２年（国勢調査）をピークに増加から減少傾向に転じ、高齢化

の進展も顕著になっています。 

 特に、本庄駅周辺や児玉駅周辺の既成市街地では、人口が減少するとともに、空き家、

空き地等の低未利用地が増加するなど、既成市街地の活力が低下してきています。 

 その一方で、平成２８年度に行った、まちづくり市民アンケート調査によりますと、全

体の４５．６％が「駅に近く歩いて暮らせるまちなか」を住み替え先として希望してお

り、本庄駅周辺や児玉駅周辺などの既成市街地につきましては、市民ニーズが高い状況で

す。 

 そこで、本市では平成３０年３月に「まちなか再生」を重点方針とした立地適正化計画

を策定しました。 

 また、立地適正化計画の施策の１つとして、まちなか居住の増加に繋げるため、民間活

力を活用した住宅供給促進に向けた支援制度を施策として掲げており、本補助金の交付を

実施します。 

 

 

 

 

◇補助対象事業 

 建築基準法、都市計画法等の関係法令等の基準を満たす開発行為のうち、マンション及

び一戸建て住宅用地で、新たに３戸以上の分譲を目的として形成される一団の土地におい

て、道路、側溝等を整備し、その公共施設（※）を市に引き渡す事業。 

 

※公共施設…整備する道路、側溝等で、次の要件を全て満たすもの。 

       ・敷地に接する道路は袋路状でないこと。 

       ・公道から公道もしくは避難用通路、公園等災害時に避難することが可能

な恒久的な施設に接続し、かつ、その施設が他の公道に接続しているこ

と。 

 

◇補助対象用地 

 事業者が補助対象区域内に整備し、市に引渡す公共施設に係る用地で建築基準法第４２ 

条第２項による境界線までの道路後退用地を除く部分。 

 

◇補助対象者 
補助対象区域内において宅地開発地の造成事業を行い、築造された公共施設を帰属等に

より市に引き渡す者。 

１．経緯 

２．補助金の概要 
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【その他の交付条件】 

・市税を滞納していないこと。 

・本庄市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団又は暴力団員の統制下にあり、若しくは

それらに関連する団体でないこと。 

 

◇補助金額 

 公共施設に係る用地で建築基準法第４２条第２項による境界線までの道路後退用地を除

く部分を補助金の交付の対象となる用地とし、その面積から、市有地の面積を引いた面積に

開発される土地の基礎額を乗じ、実勢価格に割り戻した金額を補助額とする。 

（１事業に付き限度額２，０００万円） 

【計算方法（例）】 

 

 

 

 

 

 

 本庄市立地適正化計画に定める以下の区域 

  〇本庄駅周辺居住誘導区域 

  〇児玉駅周辺居住誘導区域 

 

 
 

 

 

 

 

公道（４ｍ未満）
道路後退用地 道路後退用地

道路後退用地＋α

補
助
対
象
用
地

市有地
（法定外赤道）

Ａ宅地

Ｂ宅地

Ｃ宅地

Ｄ宅地

Ｅ宅地

公道（４ｍ以上）

従前地Ｇ

従前地Ｆ

宅地開発地＝従前地Ｆ＋Ｇ＋市有地（法定外赤道）

基礎額＝（Ｆ面積×参考評価額＋Ｇ×参考評価額）
÷（Ｆ＋Ｇ）

補助対象用地＝

補助額＝（補助対象用地 −市有地 ）
×基礎額÷０．７

３．対象区域 
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〇本庄駅周辺居住誘導区域 
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４．対象区域図 
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〇児玉駅周辺居住誘導区域 

 
 

児玉駅 

アスピアこだま 

本
庄

駅
 

児玉町旧配水塔 

競進社模範蚕室 

N 
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〇事前協議～事業着工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．補助金交付までの流れ 

補助申請者市街地整備室 建築開発課

事 前 協 議 書 提 出 

事 前 協 議 

事 前 協 議 結 果 通 知 書 送 付 

変 更 事 前 協 議 書 提 出 

変 更 内 容 協 議 

事 前 協 議 結 果 通 知 書 送 付 

交 付 申 請 書 提 出 

申 請 内 容 確 認 

交 付 決 定 通 知 書 送 付 

変 更 （ 中 止 ） 申 請 書 提 出 

変更（中止）内容確認 

変 更 （ 取 消 ） 通 知 書 送 付 

事 業 着 工 

宅地造成・事業着工 

３０日前 

交付決定後 

随時 

事前協議申出書提出 

都市計画法第３２条による

協議書処理期間 

事前協議担当課と協議 

事前協議報告書提出

開発許可申請 

開発許可後、事業着工可能 

（標準処理期間 ３９日間） 

宅地造成・ 

事業着工前 
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〇事業着工～補助金の請求 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助申請者市街地整備室 建築開発課

事 業 着 工 

工 事 完 了 

実 績 報 告 書 提 出 

実績報告内容確認 

交 付 額 確 定 通 知 書 送 付 

補助金請求書提出 

補 助 金 振 込 み 

公共施設引渡し手続き 

１５日以内 
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補助金の申請にあたっては以下のとおり事前協議が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【前提】 

整備する道路が引渡し可能であることが前提条件であるため、事前協議があり次第、随時、

道路整備課に確認を取る必要がある。 

 
 
（事例１）後退用地＋αの後退用地に対する補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※道路後退用地については補助対象外となる。 

   ※公道が４ｍ以上あり、道路後退用途が存在しない場合において、新たに＋αの後退

用地を行う場合、市への引渡しを可とする場合については補助対象となる。 

 

道路後退用地 

公道（二項道路） 

道路後退用地＋α 

Ａ宅地 Ｂ宅地 Ｃ宅地 

補助対象用地 

市有地 

７．補助対象事業例 

６．事前協議について 

◇事前協議手続き 

補助対象となる場合は事前協議書に必要な書類を添付して提出してください。 

※様式については、市ホームページからもダウンロードできます。 

◇提出期間 

事前相談が必要となりますので、お早めにご相談ください。 
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（事例２）二項外道路の後退用地に対する補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※二項外道路において、道路後退し後退用地を市が引渡しを受ける場合は補助対象と

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （事例３）通り抜け道路に対する補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公道（４ｍ以上） 

公道（４ｍ以上） 

Ａ宅地 

Ｃ宅地 

Ｂ宅地 

Ｄ宅地 

Ｅ宅地 

公道（二項外道路） 

道路後退用地 

Ａ宅地 Ｂ宅地 Ｃ宅地 
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 （事例４）公道に接続する公園（市有地）に接続する道路に対する補助。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ※整備する道路が公園（市有地）に接続し、その公園が外の公道に接続している場合、

市への引渡しを可とする場合については補助対象となる。 

 
 
 （事例５）避難用通路（市有地）に接する道路に対する補助。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※整備する道路が避難用通路に接続し、その避難用通路が外の公道に接続している場

合、市への引渡しを可とする場合については補助対象となる。 

公道（４ｍ以上） 

Ａ宅地 

Ｃ宅地 

Ｂ宅地 

公道（４ｍ以上） 

公
道
（
４
ｍ
以
上
） 

公園 

公道（４ｍ以上） 

Ａ宅地 

Ｃ宅地 

 

Ｂ宅地 

Ｄ宅地 

公道（４ｍ以上） 

避難用通路 

公
道
（
４
ｍ
以
上
） 

公
道
（
４
ｍ
以
上
） 
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 （事例６）通り抜け可能であるコの字型道路に対する補助 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （事例７）市有地（法定外赤道）を含む宅地開発地内における道路に対する補助 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※市有地（法定外赤道）分の面積は補助対象外となる。 

※法定外赤道…道路法の適用のない法定外公共物である道路。 

 

公道（４ｍ以上） 

Ａ宅地 

Ｃ宅地 Ｂ宅地 

Ｄ宅地 
Ｅ宅地 

公道（４ｍ以上） 

Ａ宅地 

Ｃ宅地 

Ｄ宅地 

Ｅ宅地 

Ｂ宅地 

市有地 

（法定外赤道） 

公道（４ｍ以上） 
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〇本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付事前協議 

 

提出書類 

都市計画法第３

２条の協議書提

出前 

都市計画法第３

２条の協議書提

出と同時、又は

協議終了後 

様式 
本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付事前協議書 

（様式第１号） 

  

１ 
宅地開発地の案内図 

（別表第１の作成要領による） 

  

２ 
宅地開発地の土地の公図の写し 

（別表第１の作成要領による） 

  

３ 宅地開発地の土地の登記全部事項証明書の写し 
  

４ 
宅地開発地の土地の求積図 

（別表第１の作成要領による） 

  

５ 
宅地開発地の現況図 

（別表第１の作成要領による） 

  

６ 
宅地開発地の土地利用計画平面図 

（別表第１の作成要領による） 

  

７ 
宅地開発地の排水施設計画平面図 

（別表第１の作成要領による） 

 
省略可 

８ 
宅地開発地の道路横断図 

（別表第１の作成要領による） 

 
省略可 

９ 
宅地開発地の排水施設構造図 

（別表第１の作成要領による） 

 
省略可 

１０ 
宅地開発地の道路・排水施設の計画縦断面図 

（別表第１の作成要領による） 

 
省略可 

１１ 現況写真 
  

 

【注意】 

※都市計画法第３２条の規定による事前協議の協議書提出前、又は同時提出の場合、同条による事前協

議により添付書類の内容に変更が生じた場合、結果通知前であれば書類の差し替え、結果通知後であ

れば「本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付変更事前協議書（様式第３号）」を提出する必要があ

る。 

８．提出資料一覧 
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〇本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付変更事前協議 

 

 提出書類  

様式 
本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付変更事前協議書 

（様式第３号） 
 

１ 変更しようとする理由を示す書面  

２ 変更事項の新旧対照表  

３ 変更箇所が確認できる図面  
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〇本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付申請 

 
 

提出書類 

都市計画法第２

９条の開発許可

前の提出 

都市計画法第２

９条の開発許可

後の提出 

様式 
本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付申請書 

（様式第５号） 

  

１ 
宅地開発地の案内図 

（別表第１の作成要領による） 

  

２ 
事業者の住民票の写し 

（法人にあっては、法人の登記全部事項証明書） 

  

３ 参考評価額宅地㎡当の額を記載している土地評価証明書 
  

４ 
本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付事前協議結果 

通知書の写し 

  

５ 
宅地開発地内権利者一覧 

（様式第６号） 

  

６ 
事業の施行等の同意書 

（様式第７号） 

  

７ 
宅地開発地の土地の公図の写し 

（別表第１の作成要領による） 

  

８ 宅地開発地の土地の登記全部事項証明書の写し 
  

９ 
宅地開発地の土地の求積図 

（別表第１の作成要領による） 

  

１０ 
宅地開発地の現況図 

（別表第１の作成要領による） 

  

１１ 
宅地開発地の土地利用計画平面図 

（別表第１の作成要領による） 

  

１２ 
宅地開発地の排水施設計画平面図 

（別表第１の作成要領による） 

 
省略可 

１３ 
宅地開発地の道路横断図 

（別表第１の作成要領による） 

 
省略可 

１４ 
宅地開発地の排水施設構造図 

（別表第１の作成要領による） 

 
省略可 

１５ 
宅地開発地の道路・排水施設の計画縦断面図 

（別表第１の作成要領による） 

 
省略可 
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１６ 現況写真 
  

１７ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
  

 

【注意】 

※都市計画法第２６条の規定による開発許可前、又は開発許可申請中の提出の場合、同条による開発許

可申請による指摘により添付書類の内容に変更が生じた場合、交付決定前であれば書類の差し替え、

交付決定後であれば「本庄市まちなか再生宅地開発補助金変更（中止）申請書（様式第９号）」を提

出する必要がある。 
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〇本庄市まちなか再生宅地開発補助金変更（中止）申請 

 

 提出書類  

様式 
本庄市まちなか再生宅地開発補助金変更（中止）申請書 

（様式第９号） 
 

１ 
交付申請意の添付書類のうち、変更に係るもの 

（中止の場合は不要） 
 

２ その他市長が必要と認める書類等  
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〇本庄市まちなか再生宅地開発補助金完了実績報告 

 

 
提出書類 

開発許可事業で

ない場合 

開発許可事業で

ある場合 

様式 
本庄市まちなか再生宅地開発補助金完了実績報告書 

（様式第１１号） 

  

１ 
公共施設引渡書 

（様式第１２号） 

 
省略可 

２ 
宅地開発地の案内図 

（別表第１の作成要領による。） 

  

３ 
宅地開発地の土地の公図の写し 

（別表第１の作成要領による） 

  

４ 公共施設の新旧対象図 
  

５ 
宅地開発地の土地の求積図 

（別表第１の作成要領による） 

  

６ 道路管理者と協議を行った出来形図 
 

 

７ 登記嘱託申請書に必要な書類 
 

省略可 

８ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
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別表第１ 

 

図面名称 縮尺 明示する事項 備考 

１ 案内図 2,500 分 の

1 以上 

(1)方位 

(2)縮尺 

(3)宅地開発地区域（朱書） 

作成者記名押印 

２ 公図の写し 600 分の 1

以上 

(1)方位 

(2)縮尺 

(3)宅地開発地区域（朱書） 

 

３ 求積図 500 分の 1

以上 

(1)方位 

(2)縮尺 

(3)座標一覧 

座標法による 

作成者記名押印 

４ 現況図 2,500 分 の

1 以上 

(1)方位 

(2)縮尺 

(3)地形（標高差 2ｍの等高線、ＢＭ

の位置と高さ、縦横断面線（20ｍ

方眼線）の交点と高さ） 

(4)宅地開発地区域（朱書） 

(5)開発区域内及び周辺(20ｍ程度）

の公共施設の状況 

 

 

 

作成者記名押印 

５ 土地利用計画平面図 1,000 分 の

1 以上 

(1)方位 

(2)縮尺 

(3)開発区域の境界（朱書） 

(4)公共施設の位置及び形状 

(5)予定建築物等の敷地の形状 

(6)予定建築物等の用途 

(7)公益的施設の位置 

(8)道路の位置、形状、幅員及び勾配 

(9)道路・排水施設の縦断測点 

(10)ＢＭの位置及び高さ 

 

 

 

作成者記名押印 

６ 排水施設計画平面図 500 分の 1

以上 

(1)方位 

(2)縮尺 

(3 排水区域の区域界 

(4)排水施設の位置、種類、材料、形

状、内のり寸法（管径）、勾配、水

の流れの方向、吐口の位置及び放

流先の名称 

 

 

作成者記名押印 
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７ 道路横断図 50 分の 1 以

上 

(1)縮尺 

(2)路盤・基層・表層の構成 

(3)道路側溝の位置、形状及び寸法 

(4)埋設管の位置、形状及び寸法 

 

作成者記名押印 

８ 排水施設構造図 50 分の 1 以

上 

(1)縮尺 

(2)排水施設構造詳細図（開渠、暗渠、

落差工、人孔、雨水桝、吐口等） 

 

作成者記名押印 

９ 道路・排水施設の計

画縦断面図 

Ｈ＝100 分

の 1 以上 

Ｌ＝500 分

の 1 以上 

(1)縮尺 

(2)測点 

(3)単距離 

(4)追加距離 

(5)地盤高 

(6)計画高 

(7)勾配 

(8)ＤＬ（基準線） 

(9)人孔の記号種類、位置、管径、土

被り、管底高 

測点距離は標準と

して 20ｍとする 

 

 

作成者記名押印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


